













































































































































それに関連する経済学的分析として Laffont and Tirole （1993）を見
よ。
（6）アメリカでは、手話通訳の資格取得後も定期的な研修を義務付け
ている。詳細は手話通訳者登録協会（Registry of Interpreters for 
the Deaf）のホームページ（http://www.rid.org/）を見よ。
（7）なお、全日ろう連および全通研が長年主張してきた手話通訳者の
正職員化の要求（全日ろう連・全通研 1992; 全通研 1997; 2004; 2006; 






























（10）年度によってばらつきがあるものの、平成 16 ～ 21 年度の文科
省「学校基本調査」によれば、聾学校高等部から大学・短大への進
学率は 11 ～ 18%と低い数値である。また、問題の多い指標ではあ
るものの、厚労省「平成 18 年障害児・者実態調査」によれば、聴
覚障害者全体での就労率は 2 割程度にすぎない。聴覚障害者の進学・
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